
 四日市市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和５年３月２４日 

                     四日市市長  森  智 広 

四日市市条例第１２号 

   四日市市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例  

四日市市建築基準法等関係手数料条例（平成１９年四日市市条例第１５号）の一部

を次のように改正する。 

 

改正後 

別表第５（第２条第５項関係） 

種類 額 

（略） 

法第５１条ただし書（法第８７条第２項若しくは第３項又は第８

８条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく特殊

建築物等の敷地の位置許可申請に対する審査手数料  

１６０，０００

円 

法第５２条第６項第３号の規定に基づく建築物の容積率の認定

申請に対する審査手数料 

２７，０００円 

法第５２条第１０項、第１１項又は第１４項の規定に基づく建築

物の容積率の許可申請に対する審査手数料 

１６０，０００

円 

法第５３条第４項の規定に基づく建築物の建蔽率の許可申請に

対する審査手数料 

３３，０００円 

法第５３条第５項の規定に基づく建築物の建蔽率の許可申請に

対する審査手数料 

３３，０００円 

法第５３条第６項第３号の規定に基づく建築物の建蔽率に関す

る制限の緩和に係る許可申請に対する審査手数料  

３３，０００円 

（略） 

法第５５条第２項の規定に基づく建築物の高さの認定申請に対

する審査手数料 

２７，０００円 

法第５５条第３項の規定に基づく建築物の高さの許可申請に対

する審査手数料 

１６０，０００

円 

法第５５条第４項各号の規定に基づく建築物の高さの許可申請 １６０，０００



に対する審査手数料 円 

（略） 

法第５７条第１項の規定に基づく高架の工作物内に設ける建築

物の高さに関する制限の緩和に係る認定申請に対する審査手数

料 

２７，０００円 

法第５８条第２項の規定に基づく高度地区における建築物の高

さの許可申請に対する審査手数料 

１６０，０００

円 

法第５９条第１項第３号の規定に基づく高度利用地区における

建築物の容積率、建蔽率、建築面積又は壁面の位置の許可申請に

対する審査手数料 

１６０，０００

円 

（略） 

法第８６条第１項の規定に基

づく一団地の建築物の特例認

定申請に対する審査手数料 

建築等をする建築物の数が２以

下である場合 

７８，０００円 

建築等をする建築物の数が３以

上である場合 

７８，０００円

に２を超える建

築等をする建築

物の数に２８，

０００円を乗じ

て得た額を加算

した額 

法第８６条第２項の規定に基

づく既存建築物を前提とした

総合的設計による建築物の特

例認定申請に対する審査手数

料 

建築等をする建築物の数が１で

ある場合 

７８，０００円 

建築等をする建築物の数が２以

上である場合 

７８，０００円

に１を超える建

築等をする建築

物の数に２８，

０００円を乗じ

て得た額を加算

した額 

法第８６条第３項の規定に基

づく総合的設計による一団地

建築等をする建築物の数が２以

下である場合 

２２０，０００

円 



の建築物の特例及び敷地内に

広い空地を有する建築物の容

積率又は建築物の各部分の高

さに関する特例許可申請に対

する審査手数料 

建築等をする建築物の数が３以

上である場合 

２２０，０００

円に２を超える

建築等をする建

築物の数に２

８，０００円を

乗じて得た額を

加算した額 

法第８６条第４項の規定に基

づく既存建築物を前提とした

総合的設計による建築物の特

例及び敷地内に広い空地を有

する建築物の容積率又は建築

物の各部分の高さに関する特

例許可申請に対する審査手数

料 

建築等をする建築物の数が１で

ある場合 

２２０，０００

円 

建築等をする建築物の数が２以

上である場合 

２２０，０００

円に１を超える

建築等をする建

築物の数に２

８，０００円を

乗じて得た額を

加算した額 

法第８６条の２第１項の規定

に基づく一敷地内認定建築物

以外の建築物の新築又は一敷

地内認定建築物の増築等の認

定申請に対する審査手数料 

建築物（一敷地内認定建築物以外

の建築物の新築又は一敷地内認

定建築物の増築等をするものに

限る。）の数が１である場合 

７８，０００円 

建築物（一敷地内認定建築物以外

の建築物の新築又は一敷地内認

定建築物の増築等をするものに

限る。）の数が２以上である場合 

７８，０００円

に１を超える建

築物（一敷地内

認定建築物以外

の建築物の新築

又は一敷地内認

定建築物の増築

等をするものに

限る。）の数に

２８，０００円

を乗じて得た額



を加算した額 

法第８６条の２第２項又は第

３項の規定に基づく一敷地内

認定建築物若しくは一敷地内

許可建築物以外の建築物の新

築又は一敷地内認定建築物若

しくは一敷地内許可建築物の

増築等許可申請に対する審査

手数料 

建築物（一敷地内認定建築物若し

くは一敷地内許可建築物以外の

建築物の新築又は一敷地内認定

建築物若しくは一敷地内許可建

築物の増築等をするものに限

る。）の数が１である場合 

２２０，０００

円 

建築物（一敷地内認定建築物若し

くは一敷地内許可建築物以外の

建築物の新築又は一敷地内認定

建築物若しくは一敷地内許可建

築物の増築等をするものに限

る。）の数が２以上である場合 

２２０，０００

円に１を超える

建築物（一敷地

内認定建築物若

しくは一敷地内

許可建築物以外

の建築物の新築

又は一敷地内認

定建築物若しく

は一敷地内許可

建築物の増築等

をするものに限

る。）の数に２

８，０００円を

乗じて得た額を

加算した額 

（略） 
 

 

 

改正前 

別表第５（第２条第５項関係） 

種類 額 

（略） 

法第５１条ただし書（法第８７条第２項若しくは第３項又は第８ １６０，０００



８条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく特殊

建築物等の敷地の位置許可申請に対する審査手数料  

円 

法第５２条第１０項、第１１項又は第１４項の規定に基づく建築

物の容積率の許可申請に対する審査手数料 

１６０，０００

円 

法第５３条第４項の規定に基づく建築物の建蔽率の許可申請に

対する審査手数料 

３３，０００円 

法第５３条第６項第３号の規定に基づく建築物の建蔽率に関す

る制限の緩和に係る許可申請に対する審査手数料  

３３，０００円 

（略） 

法第５５条第２項の規定に基づく建築物の高さの認定申請に対

する審査手数料 

２７，０００円 

法第５５条第３項各号の規定に基づく建築物の高さの許可申請

に対する審査手数料 

１６０，０００

円 

（略） 

法第５７条第１項の規定に基づく高架の工作物内に設ける建築

物の高さに関する制限の緩和に係る認定申請に対する審査手数

料 

２７，０００円 

法第５９条第１項第３号の規定に基づく高度利用地区における

建築物の容積率、建蔽率、建築面積又は壁面の位置の許可申請に

対する審査手数料 

１６０，０００

円 

（略） 

法第８６条第１項の規定に基

づく一団地の建築物の特例認

定申請に対する審査手数料 

建築物の数が２以下である場合 ７８，０００円 

建築物の数が３以上である場合 ７８，０００円

に２を超える建

築物の数に２

８，０００円を

乗じて得た額を

加算した額 

法第８６条第２項の規定に基

づく既存建築物を前提とした

総合的設計による建築物の特

建築物（既存建築物を除く。）の

数が１である場合 

７８，０００円 

建築物（既存建築物を除く。）の ７８，０００円



例認定申請に対する審査手数

料 

数が２以上である場合 に１を超える建

築物（既存建築

物を除く。）の

数に２８，００

０円を乗じて得

た額を加算した

額 

法第８６条第３項の規定に基

づく総合的設計による一団地

の建築物の特例及び敷地内に

広い空地を有する建築物の容

積率又は建築物の各部分の高

さに関する特例許可申請に対

する審査手数料 

建築物の数が２以下である場合 ２２０，０００

円 

建築物の数が３以上である場合 ２２０，０００

円に２を超える

建築物の数に２

８，０００円を

乗じて得た額を

加算した額 

法第８６条第４項の規定に基

づく既存建築物を前提とした

総合的設計による建築物の特

例及び敷地内に広い空地を有

する建築物の容積率又は建築

物の各部分の高さに関する特

例許可申請に対する審査手数

料 

建築物（既存建築物を除く。）の

数が１である場合 

２２０，０００

円 

建築物（既存建築物を除く。）の

数が２以上である場合 

２２０，０００

円に１を超える

建築物（既存建

築物を除く。）

の数に２８，０

００円を乗じて

得た額を加算し

た額 

法第８６条の２第１項の規定

に基づく一敷地内認定建築物

以外の建築物の建築認定申請

に対する審査手数料 

建築物（一敷地内認定建築物を除

く。）の数が１である場合 

７８，０００円 

建築物（一敷地内認定建築物を除

く。）の数が２以上である場合 

７８，０００円

に１を超える建

築物（一敷地内

認定建築物を除



く。）の数に２

８，０００円を

乗じて得た額を

加算した額 

法第８６条の２第２項の規定

に基づく一敷地内認定建築物

又は一敷地内許可建築物以外

の建築物の建築許可申請に対

する審査手数料 

建築物（一敷地内認定建築物又は

一敷地内許可建築物を除く。）の

数が１である場合 

２２０，０００

円 

建築物（一敷地内認定建築物又は

一敷地内許可建築物を除く。）の

数が２以上である場合 

２２０，０００

円に１を超える

建築物（一敷地

内認定建築物又

は一敷地内許可

建築物を除く。）

の数に２８，０

００円を乗じて

得た額を加算し

た額 

（略） 
 

 

 

改正後 

別表第７（第４条第１項関係） 

種類 額 

都市低炭素

化促進法第

５３条第１

項の規定に

基づく低炭

素建築物新

築等計画の

認定申請に

当該認定申請に係る低

炭素建築物新築等計画

が、都市低炭素化促進法

第５４条第１項各号に

掲げる基準又はこれと

同等の基準に適合する

ものとして市長が別に

定める方法により技術

（略） 



対する審査

手数料 

的審査を受けたもので

ある場合 

その他の

場合  

申請に係る

低炭素建築

物新築等計

画が、都市

低炭素化促

進法第５４

条第１項第

１号の規定

に基づき定

められた簡

易な評価方

法であって

市長が別に

定める方法

により評価

されたもの

である場合  

共同

住宅

等 

住戸

部分 

１棟の総戸数

が５以下のも

の 

３５，３００

円 

１棟の総戸数

が６以上１０

以下のもの 

５１，２００

円 

１棟の総戸数

が１１以上２

５以下のもの 

７３，６００

円 

１棟の総戸数

が２６以上５

０以下のもの 

１１１，１０

０円 

１棟の総戸数

が５１以上１

００以下のも

の 

１６８，１０

０円 

１棟の総戸数

が１０１以上

２００以下の

もの 

２３９，５０

０円 

１棟の総戸数

が２０１以上

３００以下の

もの 

３０９，５０

０円 

１棟の総戸数

が３０１以上

のもの 

３５２，１０

０円 

上記以外の 一戸建ての住宅 （略） 



評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 

都市低炭素

化促進法第

５５条第１

項の規定に

基づく低炭

素建築物新

築等計画の

変更の認定

申請に対す

る審査手数

料 

当該認定申請に係る低

炭素建築物新築等計画

が、都市低炭素化促進法

第５４条第１項各号に

掲げる基準又はこれと

同等の基準に適合する

ものとして市長が別に

定める方法により技術

的審査を受けたもので

ある場合 

（略） 

その他の

場合  

申請に係る

低炭素建築

物新築等計

画が、都市

低炭素化促

進法第５４

条第１項第

１号の規定

に基づき定

められた簡

易な評価方

法であって

市長が別に

定める方法

共同

住宅

等 

住戸

部分 

１棟の総戸数

が５以下のも

の 

１８，６００

円 

１棟の総戸数

が６以上１０

以下のもの 

２３，７００

円 

１棟の総戸数

が１１以上２

５以下のもの 

３９，６００

円 

１棟の総戸数

が２６以上５

０以下のもの 

６０，４００

円 

１棟の総戸数

が５１以上１

９２，７００

円 



により評価

されたもの

である場合  

００以下のも

の 

１棟の総戸数

が１０１以上

２００以下の

もの 

１３３，５０

０円 

１棟の総戸数

が２０１以上

３００以下の

もの 

１７２，１０

０円 

１棟の総戸数

が３０１以上

のもの 

１７６，００

０円 

上記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

一戸建ての住宅 （略） 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 
 

備考 

（略） 

 

改正前  

別表第７（第４条第１項関係） 

種類 額 

都市低炭素

化促進法第

５３条第１

項の規定に

基づく低炭

当該認定申請に係る

低炭素建築物新築等

計画が、都市低炭素化

促進法第５４条第１

項各号に掲げる基準

（略） 



素建築物新

築等計画の

認定申請に

対する審査

手数料 

又はこれと同等の基

準に適合するものと

して市長が別に定め

る方法により技術的

審査を受けたもので

ある場合 

その他の場合 一戸建ての住宅 （略） 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 

都市低炭素

化促進法第

５５条第１

項の規定に

基づく低炭

素建築物新

築等計画の

変更の認定

申請に対す

る審査手数

料 

当該認定申請に係る

低炭素建築物新築等

計画が、都市低炭素化

促進法第５４条第１

項各号に掲げる基準

又はこれと同等の基

準に適合するものと

して市長が別に定め

る方法により技術的

審査を受けたもので

ある場合 

（略） 

その他の場合 一戸建ての住宅 （略） 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 
 



備考 

（略） 

 

改正後 

別表第８（第５条第１項関係） 

種類 額 

（略） 

建築物省エ

ネ法第３４

条第１項の

規定に基づ

く建築物エ

ネルギー消

費性能向上

計画の認定

申請に対す

る審査手数

料（新たに

棟を加える

変更を行う

場合を含

む。） 

当該認定申請に係る建

築物エネルギー消費性

能向上計画が、建築物

省エネ法第３５条第１

項各号に掲げる基準又

はこれと同等の基準に

適合するものとして市

長が別に定める方法に

より技術的審査を受け

たものである場合 

（略） 

その他の場

合 

申請に

係る建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

が、建

築物省

エネ法

第３５

条第１

項第１

号の規

一戸建ての住宅 １８，７００

円 

共同

住宅

等 

住戸

部分 

総戸数が５以

下のもの 

３５，３００

円 

総戸数が６以

上１０以下の

もの 

５１，２００

円 

総戸数が１１

以上２５以下

のもの 

７３，６００

円 

総戸数が２６

以上５０以下

のもの 

１１１，１０

０円 

総戸数が５１ １６８，１０



定に基

づき定

められ

た簡易

な評価

方法で

あって

市長が

別に定

める方

法によ

り評価

された

もので

ある場

合 

以上１００以

下のもの 

０円 

総戸数が１０

１以上２００

以下のもの 

２３９，５０

０円 

総戸数が２０

１以上３００

以下のもの 

３０９，５０

０円 

総戸数が３０

１以上のもの 

３５２，１０

０円 

上記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

一戸建ての住宅 （略） 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 

建築物省エ

ネ法第３６

条第１項の

規定に基づ

く建築物エ

ネルギー消

費性能向上

当該認定申請に係る建

築物エネルギー消費性

能向上計画が、建築物

省エネ法第３５条第１

項各号に掲げる基準又

はこれと同等の基準に

適合するものとして市

（略） 



計画の変更

の認定申請

に対する審

査手数料

（新たに棟

を加える変

更を行う場

合を除く。） 

長が別に定める方法に

より技術的審査を受け

たものである場合 

その他の場

合 

申請に

係る建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能向

上計画

が、建

築物省

エネ法

第３５

条第１

項第１

号の規

定に基

づき定

められ

た簡易

な評価

方法で

あって

市長が

別に定

める方

法によ

り評価

された

もので

一戸建ての住宅 ９，８００円 

共同

住宅

等 

住戸

部分 

総戸数が５以

下のもの 

１８，６００

円 

総戸数が６以

上１０以下の

もの 

２３，７００

円 

総戸数が１１

以上２５以下

のもの 

３９，６００

円 

総戸数が２６

以上５０以下

のもの 

６０，４００

円 

総戸数が５１

以上１００以

下のもの 

９２，７００

円 

総戸数が１０

１以上２００

以下のもの 

１３３，５０

０円 

総戸数が２０

１以上３００

以下のもの 

１７２，１０

０円 

総戸数が３０

１以上のもの 

１７６，００

０円 



ある場

合 

上記以

外の評

価方法

により

評価さ

れたも

のであ

る場合 

一戸建ての住宅 （略） 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 

（略） 
 

備考 

（略） 

 

改正前 

別表第８（第５条第１項関係） 

種類 額 

（略） 

建築物省エ

ネ法第３４

条第１項の

規定に基づ

く建築物エ

ネルギー消

費性能向上

計画の認定

申請に対す

る審査手数

料（新たに棟

を加える変

更を行う場

当該認定申請に係る

建築物エネルギー消

費性能向上計画が、建

築物省エネ法第３５

条第１項各号に掲げ

る基準又はこれと同

等の基準に適合する

ものとして市長が別

に定める方法により

技術的審査を受けた

ものである場合 

（略） 

その他の場合 一戸建ての住宅 （略） 

共同 （略） 



合を含む。） 住宅

等 

非住

宅建

築物 

建築物省エ

ネ法第３６

条第１項の

規定に基づ

く建築物エ

ネルギー消

費性能向上

計画の変更

の認定申請

に対する審

査手数料（新

たに棟を加

える変更を

行う場合を

除く。） 

当該認定申請に係る

建築物エネルギー消

費性能向上計画が、建

築物省エネ法第３５

条第１項各号に掲げ

る基準又はこれと同

等の基準に適合する

ものとして市長が別

に定める方法により

技術的審査を受けた

ものである場合 

（略） 

その他の場合 一戸建ての住宅 （略） 

共同

住宅

等 

（略） 

非住

宅建

築物 

（略） 
 

備考 

（略） 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、この条例による改正後の四日市市

建築基準法等関係手数料条例別表第５の規定は、令和５年４月１日から施行する。 

 

（都市整備部建築指導課） 


